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全章共通の改訂方針

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

－

• 災害事象名を記載している箇所には「大規模噴火時の降灰」
を追記。

• （例）大規模地震や津波、浸水及び大規模噴火時の降灰によ
り・・・

• 出典に記載しているマニュアル等は、最新のものを確認のう
え、年度等を修正。

全§共通

3

「第1章 総則」の改訂方針

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
（下水道の防災・減災対策）
(p.1)

• 内閣府が大規模噴火の降灰によるインフラ・ライフライン等へ
の影響の検討を進めていることを追記。（p.1付近）

【解説】
（下水道BCPの必要性）
(p.2)

• 大規模噴火時の降灰による被災事例は少ないが、降灰は
様々な事象（下水道管渠の閉塞、交通障害、停電、土石流
等）を引き起こすことが想定されるため、大規模噴火時に迅速
かつ的確に下水道事業を継続できるよう、降灰に対する下水
道BCPの策定が重要であることを追記。（p.2）

• 図1-1「下水道BCPの導入に伴う効果イメージ」と同様に、降
灰における「下水道BCPの導入に伴う効果イメージ」を追記。
（p.5付近）

§1 目的（p.1）
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「第1章 総則」の改訂方針

§1 目的（p.3）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
新規項目
（大規模噴火による降灰に対応
したBCP策定について）
(p.3)

• 火山防災協議会に属する自治体、または火山のハザード
マップにより降灰の影響が予測される自治体のうち、地域防
災計画に火山の噴火に関する記載の有無で対応方針（下水
道BCPの策定方法）が異なることを追記するとともに、それ
ぞれの対応方針を追記。（p.3付近） 【委員意見】

• 自治体の周辺に火山がなく、降灰の影響がない自治体は、
降灰に対する「下水道BCP」の策定を原則不要とすることを
追記。（p.3付近） 【委員意見】

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
（地域防災計画と下水道BCPの
違い） （p.12）

• 「全庁BCPと下水道BCPとの関係」の他部局BCPのところの
環境衛生部局の記載に「降灰の処分」を追記。また、道路部
局の記載に「大規模噴火時の除灰復旧方針」を追記。（p.12）

§２ 地域防災計画と下水道BCPの関係（p.8）

資料３に関する改訂方針
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§６ 下水道BCPの策定体制と平時の運用体制（p.25）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
1）策定体制 (p.25)

• 表2-1「下水道機能確保のための調整や協力が必要な関連
行政部局の例」の環境部局の関連業務に「降灰の処分」を
追記。また、道路部局の関連業務に「大規模噴火時の除灰
復旧方針」を追記。（§2と整合） （p.25）

「第１章 総則」、「第２章 業務継続の検討」の改訂方針

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

§4 用語の解説 (p.19) • 「（29）火山灰」及び「（30）大規模噴火」の用語の解説を追記。
（p.22付近）

§４ 用語の解説（p.19）
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「第２章 業務継続の検討」の改訂方針

§９ 災害規模等の設定（p.34）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
1) 災害規模の設定
新規項目
④大規模噴火時の降灰
(p.34)

• 内閣府の公表資料（大規模噴火時の広域降灰対策について
-首都圏における降灰の影響と対策- ～富士山噴火をモデ
ルケースに～（報告）、令和2年4月）を参考に被害想定を行う
ことを追記。（p.34) 【委員意見】

• 地域防災計画等で具体的な災害規模が設定されていない場
合、火山のハザードマップ等による降灰予測から被害想定を
行う。なお、被害の想定にあたっては、風向きによって実際の
降灰の厚さ等が変化する可能性があることに留意することを
追記。（p.34） 【委員意見】

資料３に関する改訂方針
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「第２章 業務継続の検討」の改訂方針

§10 被害想定に基づく業務量の把握（p.36）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
1) 管路施設の被害状況の想定
(p.36)

• 道路に堆積した降灰が降雨によって管路施設に流れ込むこと
で閉塞が生じる恐れがあること、特に分流雨水管及び合流管
は分流汚水管に比べ、閉塞の可能性が高いことを追記。
（p.36） 【委員意見】

• 火山灰の種類による管路閉塞への影響について記載できる
かどうかは要検討。 【委員意見】

【解説】
3) 処理場・ポンプ場の簡易的
な被害想定方法
新規項目
④大規模噴火時の降灰による
直接的な被害の想定
(p.40)

• ポンプの摩耗、ブロアや換気設備等のフィルターの目詰まり、
降雨時における施設場内の碍子の絶縁低下による停電、下
水処理場の水質や活性汚泥等への影響、通信機能の喪失に
より遠隔監視が出来なくなる等が生じる恐れがあることを追
記。(p.41付近） 【委員意見】

• 降灰により浄水場において、水質の変化が発生した事例があ
り、同様のことが下水処理場においても懸念されることについ
て紹介。(p.41付近）
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§11 被害想定に基づくリソースの把握（p.43）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
新規項目
(5) 大規模噴火後の作業にお
ける留意点(p.51)

• 大規模噴火の災害対応に携わる職員の留意事項として、降
灰により職員の健康を害さないように、目及び呼吸器を守るこ
とを追記。（p.51）

「第２章 業務継続」の改訂方針

§12 優先実施業務の選定（p.52）
現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
新規項目
(2) 降灰時における優先実施
業務
(p.55)

• 降灰時における優先業務は、降灰後の降雨により被害の規
模が増幅する点に留意することを追記。(p.55付近)

• 表2-9「水害時における優先実施業務（事前対応）の例」と同
様に、降灰時における「優先実施業務（事前対応）の例」を追
記。（p.55付近）
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「第３章 非常時対応計画」、「第４省 事前対策計画」の改訂方針

§15 非常時対応計画の整理(p.65)
現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
2) 非常時対応計画を整理す
る際の留意点
(p.70)

• 表3-2「本庁での非常時対応手順（水害が発生する可能性が
ある場合）の例（抜粋）」と同様に、降灰の「非常時対応手順
の例」を追記。（p.70付近）

§16 事前対策（p.71）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
1) 地震・津波、水害による施設
被害の事前対策 (p.71)

• 鹿児島県鹿児島市では、地域防災計画の中で大量軽石火山
灰対策の検討のおいて、道路啓開や降灰の除去体制等を定
めている事例を紹介。（p.73付近）

• 東京都では、『「TOKYO強靭化プロジェクト」の策定に向けた
論点』を取りまとめており、全庁的に火山噴火の対策を行って
いる事例を紹介。（p.73付近）
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「第４章 事前対策計画」の改訂方針

§18 資機材の確保（備蓄及び調達） （p.77）
現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
(1) 資機材（水害予防、調査、
応急復旧）の確保 (p.77)

• 東京都では、火山灰の撤去搬出技術の検討事例（第1回委員
会の資料5-1）を紹介（p.80付近）

• 更生工法で使用している削孔機等による火山灰の除去につ
いて確認のうえ紹介（p.80付近） 【委員意見】

【解説】
(2) 情報伝達機器の整備(p.83)

• 通信機能が喪失した場合の無人施設での遠隔監視に代わる
職員の巡回計画策定の必要性を追記。（p.83） 【委員意見】

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
(8) 道路管理者等との調整
(p.92)

• 降灰の路面清掃（啓開）について道路管理者と連携・調整が
必要。また、路面清掃における優先順位は、分流雨水管と合
流管の中でも幹線管路を優先的に実施してもらうよう事前に
調整が必要であること追記。（P.92)
【委員意見】

§19 関連行政部局との連絡・協力体制の構築（p.86）

11

「第４章 事前対策計画」の改訂方針

§21 民間企業等との協定の締結・見直し（p.104）
現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】

1) 民間企業等との協定の重要
性 (p.104)

• 降灰による管路閉塞や沈砂池等への堆積に対して、清掃・沈
砂除去が対応可能な民間企業との協定を締結を検討するこ
とが重要であることを追記。（p.104）

§22 住民等への情報提供及び協力要請（p.111）

現行マニュアルの項目及びページ 改訂方針

【解説】
2) 住民等への協力要請
(p.111)

• 火山灰の収集方法や側溝へ投棄しないよう要請することを追
記。（p.111付近） 【委員意見】

• 鹿児島県鹿児島市では、降灰の収集にあたって「克灰袋」を
住民に配布し、集めた灰を詰めて指定の場所で回収している
事例を紹介。
（p.111付近）


